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手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

農林漁業普及指
導手当

　農・林・水産業
の従事者に技術等
を普及指導する職
員に支給。

93,515 千円 329,000 円

夜勤手当 　正規の勤務時間
として午後10時か
ら翌日午前５時ま
での間に勤務する
ことを命ぜられた
職員に支給。

同 196,199 千円 139,000 円

休日給 　休日等における
正規の勤務時間中
に勤務することを
命ぜられた職員に
支給。

同 543,102 千円 409,000 円

・一般の宿日直勤務 4,200円/回
・医師・歯科医師の宿日直勤務（知事部局） 20,000円/回
・特殊な業務を主とする宿日直勤務 5,900円/回

・部長級 12,000円/回

・次長級 10,000円/回

・課長級 8,000円/回

・補佐級 6,000円/回

災害派遣手当 　災害復旧等のた
めに本県に派遣さ
れ，本県に滞在す
ることを要した職
員に支給。

0 千円 0 円

義務教育等教員
特別手当
（教育委員会）

　教育職員の確保
を目的として，教
育職給料表
(二)(三)の適用者
に定額を支給。

1,004,318 千円 69,000 円

定時制通信教育
手当
（教育委員会）

　夜間定時制，通
信制の課程を置く
高校の教育職員に
支給。 15,257 千円 339,000 円

産業教育手当
（教育委員会）

　農業，水産，工
業の課程を置く高
校の教育職員のう
ち，実習を伴う農
業,水産,工業を担
当する職員に支
給。

133,705 千円 298,000 円

内容及び支給単価

同

・地域振興局又は支庁に勤務する普及指導員，
　林業普及指導員又は水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料×8/100

・農業開発総合センターの普及指導員，
　森林技術総合センターの林業普及指導員，
　水産技術開発センターの水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料× 6/100

月額
　実習を伴う農業又は水産に関する科目
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　実習を伴う工業に関する科目
　　１級　　　　　14,000円
　　２級以上　　　18,000円

※６時間を超える場合は，各区分の額を1.5倍する。

・滞在期間が30日以内　3,970円（6,620円）
・　〃　30日を超え60日以内 3,970円（5,870円）
・　〃　60日を超える期間  3,970円（5,140円）
　※公用の施設等に宿泊する場合の1日あたりの額。
　　（ ）はその他の施設に宿泊する場合。

管理職員特別勤
務手当

　管理職員が，臨
時又は緊急の必要
等により，週休
日・休日に勤務し
た場合に支給。

597,425 千円

級号給に応じ2,000円～8,000円を支給

月額
　夜間定時制の課程
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　通信制の課程
　　１級　　　　　10,000円
　　２級以上　　　12,000円

宿日直手当 　日直や宿直を命
ぜられた職員に支
給。

同 7,355 千円

勤務１時間当たりの給与額×勤務時間
　×　支給割合(25/100)

勤務１時間当たりの給与額　×　勤務時間
　×支給割合(135/100)

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（24年度決算）

322,000 円

98,000 円

支給実績
（24年度決算）
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５ 特別職の報酬等の状況（平成 年４月１日現在）25
区 分 給料月額等

給 知 事 円（減額前 円）1,116,000 1,240,000
副 知 事 円970,000

料

報 議 長 円（減額前 円）921,500 970,000
副 議 長 円870,000

酬 議 員 円780,000
期 知 事

末 副 知 事 （平成24年度支給割合）

手 議 長 月分2.95
当 副 議 長 （ ％加算措置あり）20

議 員

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

退

職 知 事 円 勤続月数＝ 円 （任期毎）1,240,000 ×2/3× 39,679,999
手 （４８月）

当 副 知 事 円 勤続月数＝ 円 （任期毎）970,000 ×1/2× 23,280,000
（４８月）

（注）１ 給料及び報酬は，減額措置後の額である。

２ 退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の

見込み額である。

６ 職員数の状況

部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）(1)
区分 職 員 数 対前年

主 な 増 減 理 由
部門 平成 年 平成 年 増減数24 25
一般行政部門 議 会 △ ・事務事業の見直し等による減35 35 0

897 888 9総務企画 △

税 務 増事由185 188 3
民 生 △ 【総務部門】446 436 10

国体準備室の設置衛 生 △694 672 22
国民文化祭準備室の増員労 働 △96 94 2

農林水産 △ 【衛生部門】1,705 1,683 22
動物愛護センター設置準備要員商 工 △182 181 1

土 木 △ 減事由967 940 27
小 計 △ 職員厚生課の廃止5,207 5,117 90

特別行政部門 教 育 △ ・児童，生徒数の減による教育部15,854 15,705 149
警 察 △ 門の定数減等3,386 3,376 10
小 計 △ ・警察部門職員の中途退職等19,240 19,081 159

公営企業等 病 院 ・看護職員の増957 991 34
会 計 部 門 そ の 他 姶良ＨＰ精神科救急病棟等の22 23 1

小 計 人員確保979 1,014 35
25,426 25,212 214総 合 計 △

( ) ( ) (△ )28,081 27,820 261
（注）１ 職員数は，一般職に属する職員数であり，地方公務員の身分を保有する休職者，派遣職員等を含み，臨時又は非常勤職員を除いている。

２ （ ）内は，条例定数の合計。
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年齢別職員構成の状況（平成25年４月１日現在）(2)

計20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

区 分

未満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 以上23 27 31 35 39 43 47 51 55 59

314 25,211職員数 76 539 1,346 1,788 2,281 3,309 3,711 3,548 3,212 2,854 2,233

職員数の推移(3)
（単位：人，％）

年度 過去５年間の

部門別 年 年 年 年 年 年 増減数（率）20 21 22 23 24 25

一般行政 △ (△ )5,703 5,534 5,396 5,272 5,207 5,117 586 10.3%

教育 △ (△ )16,437 16,247 16,005 15,940 15,854 15,705 732 4.5%

警察 ( )3,358 3,370 3,354 3,378 3,386 3,376 18 0.5%

消防 ( )0 0 0 0 0 0 %

普通会計計 △ (△ )25,498 25,151 24,755 24,590 24,447 24,198 1,300 5.1%

公営企業等会計計 ( )948 938 941 988 979 1,014 66 7.0%

総合計 △ (△ )26,446 26,089 25,696 25,578 25,426 25,212 1,234 4.7%

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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７ 公営企業職員の状況
( ) 工業用水道事業1
① 職員給与費の状況
ア 決算

総 費 用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）
区 分 職員給与費比率 年度の総費用に占23

める職員給与費比率
Ａ 質収支 Ｂ ＢＡ/
千円 千円 千円 ％ ％

24 163,394 28,785 21,479 13.1 11.5年度 △

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まない （資本勘定支弁職員なし）。

(参考)都道府県平均給 与 費 一人当たり
区 分 職員数 給 料 職員手当 計期末・勤勉手当

１人当たり給与費Ａ Ｂ 給与費 B/A
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

24 3 12,753 4,063 4,663 21,479 7,160 6,617年度

（注）１ 職員手当には，退職手当を含まない。
２ 職員数は，平成 年３月 日現在の人数である。25 31

イ 特記事項
一般行政職の職員と同様，平成 年７月１日から，平成 年３月 日までの間，国からの給25 26 31
与削減要請等を踏まえ，給料月額が ～ ％減額されて支給されています。6 4

② 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 年４月１日現在）25
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額
鹿児島県 歳 円 円47.5 256,532 596,639
団体平均 歳 円 円45.1 361,430 550,419

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当を含む。

③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

鹿 児 島 県 団体平均鹿児島県の
一般行政職

１人当たり平均支給額（平成 年度）24
千円 千円 千円1,554 1,530 1,510

同 －（平成 年度支給割合）24
期末手当 勤勉手当

月分 月分2.6 1.35
（ ） 月分 （ ）月分1.45 0.65

（加算措置の状況）
同 －職制上の段階，職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～ ％20
・管理職加算 ％10

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成 年４月１日現在）25
鹿 児 島 県 団体平均鹿児島県の

一般行政職

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 年 月分 月分20 23.03 28.7875
勤続 年 月分 月分 同 －25 32.83 38.955
勤続 年 月分 月分35 46.55 55.86
最高限度額 月分 月分55.86 55.86

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置
（２％～ ％加算）20
－ 千円１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 12,531

ウ 時間外勤務手当
支給実績（ 年度決算） 千円24 2,394
職員１人当たり平均支給年額（ 年度決算） 千円24 798
支給実績（ 年度決算） 千円23 601
職員１人当たり平均支給年額（ 年度決算） 千円23 150

（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。
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( ) 病院事業2
① 職員給与費の状況
ア 決算

総 費 用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）
区 分 職員給与費比率 年度の総費用に占23

Ａ 質収支 Ｂ ＢＡ める職員給与費比率/
千円 千円 千円 ％ ％

24 17,233,053 437,901 10,083,884 58.5 59.0年度
（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まない （資本勘定支弁職員なし）。

(参考)都道府県平均給 与 費 一人当たり
区 分 職員数 給 料 職員手当 計期末・勤勉手当

１人当たり給与費Ａ Ｂ 給与費 B/A
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

24 1,063 4,101,237 1,697,747 1,457,004 7,255,988 6,826 7,322年度
（注）１ 職員手当には，退職手当を含まない。

２ 職員数は，平成 年３月 日現在の人数である。25 31

イ 特記事項
平成 年７月１日から平成 年３月 日までの間，国からの給与削減要請等を踏まえ，給料25 26 31
月額について，県立病院事業管理者は ％，管理職は ～ ％，一般職員は ～ ％，管理職15 10 8 6 4
手当について， ～ ％それぞれ減額されて支給されています。15 10

② 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 年４月１日現在）25
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額
鹿児島県 42.2 歳 338,444 円 567,585 円
医 師 42.8 歳 574,870 円 1,338,222 円
看 護 師 41.1 歳 308,131 円 487,007 円
事務職員 47.9 歳 358,023 円 557,326 円
団体平均 40.1 歳 343,470 円 600,849 円
医 師 44.2 歳 559,010 円 1,380,555 円
看 護 師 38.1 歳 303,282 円 483,992 円
事務職員 43.8 歳 357,616 円 565,487 円

（注）１ 平均月収額には，期末・勤勉手当を含む。

２ 県立病院局は，平成 年度に設置されている。18

③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

鹿 児 島 県 団体平均鹿児島県の
一般行政職

１人当たり平均支給額（平成 年度）24
千円 千円 千円1,371 1,530 1,432

（平成 年度支給割合）24
期末手当 勤勉手当 同 －

月分 月分2.6 1.35
（ ） 月分 （ ） 月分1.45 0.65

（加算措置の状況）
職制上の段階，職務の級等による加算措置 同 －
・役職加算 ～ ％5 20
・管理職加算 ％10

（注）１ （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成 年４月１日現在）25
鹿 児 島 県 団体平均鹿児島県の

一般行政職

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続 年 月分 月分20 23.03 28.7875
勤続 年 月分 月分 同 －25 32.83 38.955
勤続 年 月分 月分35 46.55 55.86
最高限度額 月分 月分 千円55.86 55.86
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～ ％加算）20
自己都合 定年 千円１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 7,636

千円 千円1,322 25,531
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ウ 地域手当
（平成 年４月１日現在）25
支給総額（平成 年度決算） 千円24 122,768
支給職員１人当たり平均支給年額 千円1,023
（平成 年度決算）24
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

（支給率）
医 師 ～ 人 －21 23% 120

（注） 地域手当は，民間賃金，物価等が特に高い地域に勤務する職員並びに採用が困難な医師及び歯科医師に支給される手当である。

エ 特殊勤務手当（平成 年４月１日現在）25
支給総額（ 年度決算） 千円24 166,159
支給職員１人当たり平均支給年額（ 年 円24 212,480
度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合 ％（24 73.6
年度）
手当の種類（手当数） ６

支給実績 左記職員に対する
手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

（平成２４年度） 支給単価

防疫等作業手当 助産師，看護師，准看 感染症患者等の看護作業に従事 日額 円4千円 290
護師

放射線取扱手当 医師，診療放射線技師， エックス線その他の放射線を照 日額 円3,283千円 250
看護職員 射・透視する作業に従事

精神保健業務手当 精神保健指定医及び当 精神保健及び精神障害者の福祉 日額 円10千円 290
該医が行う対象業務に に関する法律に基づく診察等
立ち会った職員

夜間看護等手当 ①助産師，看護師，准 ①正規の勤務時間による勤務と ①１回156,755
看護師 して深夜( ～ )時間を ～22:00 5:00 2,000千円
②医療職給料表の適用 含む夜間の勤務に従事 円3,300
を受ける職員（③を除 ②急患に対処するため自宅等で ②１回
く ） 待機を依頼された職員が呼出を 円。 1,620
③医療職給料表の適用 受け，正規の勤務時間以外の時
を受ける職員のうち給 間において手術等の業務に従事
料の特別調整額を支給 ③救急患者等に対処するために
されている職員 呼出を受け，正規の勤務時間が ③１回

割り振られた日の２２時から翌 ～5,000
日５時までの時間において手術 円15,000
等の業務に従事

専門資格業務手当 医療職給料表の適用を 県立病院事業管理者が定める専 日額 円1,487千円 250
受ける職員（医師，歯 門資格を有し，当該専門性に関
科医師である職員を除 する業務，研究又は指導
く ）のうち県立病院事 に従事。
業管理者が定める専門
資格を有する職員
麻酔科に勤務する医師 マスク又は気管内挿管による閉 １回4,620千円

麻酔施行業務手当 以外の医師又は歯科医 鎖循環式全身麻酔業務に従事 円20,000
師

（注） 特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務に従事する職員に支給される手当である。

オ 時間外勤務手当
支給実績（ 年度決算） 千円24 200,813
職員１人当たり平均支給年額（ 年度決算） 千円24 225
支給実績（ 年度決算） 千円23 208,946
職員１人当たり平均支給年額（ 年度決算） 千円23 236
（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。
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